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年頭所感 

行動分析で教育改革を！ 
理事長 中野良顯 

 

昨秋『図表で見る教育 OECD インディケータ

2005 年版』が発表されました。興味深いデータ

がたくさん掲載されていますが、紙面に限りが

ありますので、ここでは 2 つだけを取り出して

みましょう。 

一つ目のグラフは OECD 加盟国における教育

機関への支出の国内総生産（GDP）に対する割合

を示したものです（図 1）。加盟 30 カ国におけ

る平均教育支出は 6.1%、日本はそれを下回り

4.7%となっています。アイスランド、アメリカ、

デンマーク、韓国では 7%以上を教育に支出して

います。また公的支出だけに限って見ますと、

OECD 各国平均は 5.1%、日本は 3.5％にとどまっ

ています。 

次に政府が支出全体のなかで教育にどの程度

支出しているかを見てみることにしましょう。

OECD加盟国の平均は 12.9%、しかし日本は 10.6%

にとどまっています。1995 年には 11.1%だった

ことを考えますと、日本は教育にお金を出さな

い国、子どもや若者に対して冷淡な国に変貌し

つつあるようです。 

二つ目のグラフは、国公私立中学校の平均学級

規模（各学級に在籍する中学生の平均人数）を

表したものです（図 2）。日本の中学校の 1クラ

スの生徒数は 34 人、加盟 30 カ国の中のワース

ト 2 です。OECD の各国平均が 23.9 人であり、

アイスランド、デンマーク、スイスの中学生た

ちが 20 人以下のゆとりある空間で勉強してい

ることを考えますと、日本の中学生は非常に劣

悪な環境の中で教育競争を強いられていること
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がわかります。小学校についても同様で、OECD

各国平均 21.6 人に対して日本は 28.6 人となっ

ており、やはりワースト 2 と言う不名誉な地位

を占めています。 

このように現在の日本は、教育支出を年々削

減するとともに、教室を過密状態にして放置し

ているわけですが、このような厳しい現状にあ

りながら 2007 年度から特別支援教育を本格的

に実施にしようとしています。 

特別支援教育に関する中教審答申（2005）は、

日本社会が目指しているのは障害の有無にかか

わらず誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合

う共生社会であり、その実現のため政府全体で

総合的施策を推進しているところであり、その

中で学校教育は重要な役割を果たすよう期待さ

れていると書き起こされています。 

特別支援教育においては、従来の特殊教育の

対象を拡大して、通常学校に在籍する約 68 万人

（6.3％程度）の軽度障害児（LD、ADHD、高機能

自閉症）を通常の学校で指導することとされて

います。すなわち、軽度障害児は原則として通

常の学級に在籍させ、教員の配慮・ティームテ

図 1 OECD 各国の GDP に対する教育機関への支出の割合 

図2 OECD各国における中学校の学級規模
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ィーチング・個別指導・習熟度別指導などによ

って通常の学級で指導を行なうとともに、必要

な時間だけ特別な指導を受けられるよう「特別

支援教室」を徐々に設置して対応してゆこうと

いうのです。 

『図表で見る教育 OECD インディケータ

2005年度版』では、日本の子どもたちの学力は、

OECD加盟国の中でもトップクラスにあることが

示されました。しかし 2003 年の OECD の調査

（PISA）では、総合読解力が 14 位（前回 8位）、

数学的リテラシーが 6位（前回 1位）、科学的リ

テラシーが 2 位（前回 2位）、問題解決能力が 4

位になっています。 

すべての子どもたちの学力を向上させ豊かな

人間性を育成するためには、良質の教育プログ

ラムが必要となります。いまこそ応用行動分析

をはじめすべての教育プログラムが、その真価

を試されるときであるといってよいでしょう。 

では、学力形成と人格形成において、日本以

上に問題を抱えるアメリカでは、教育問題に対

してどう対処しようとしているでしょうか。ア

メリカ教育省はホームページに「2002-2007 年

戦略計画」を公表しています。すなわち、①ア

チーブメントの文化を創造する、②子どもたち

のアチーブメントを改善する、③安全な学校と

強い人格をつくる、④教育をエビデンス・ベー

スのフィールドに変える、⑤大学教育と成人教

育の質を向上させ、だれでもアクセスできるよ

うにする、⑥優れたマネージメントを確立して

アカウンタビリティの文化を創造する、という

六大目標です。 

このように教育改革は、日本でもアメリカで

もいま大きな社会的課題となっています。教育

問題の解決において実績を積み重ねて来た行動

分析に、熱い期待が寄せられて然るべきではな

いでしょうか。 

しかし残念ながら行動分析は、日米ともに教

育界において大きな影響を与えるには至ってい

ないようです。常磐大学での第 23 回年次大会に

おけるウイリアム・ヒューワード・オハイオ州

立大学教授の演題は「なぜ行動分析は教育実践

に大きな影響を与えなかったか？教育界による

応用行動分析の大規模採択を促すもの阻むも

の」でした。これはアメリカの教育界における

行動分析の現状をよく物語っているように思わ

れます。 

この講演では、今後行動分析においてどんな

知識を解明すべきか、現段階でどんな行動分析

の知識とテクノロジーが使えるか、そして今の

教育実践はいかに行動分析とは無縁で改善しな

ければならないかを描いたスライドが提示され

ました（図 3参照）。 

図 3 行動分析の教育への応用における知識と実践の格差（Heward, 2005） 
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行動分析は決して完成された学問体系ではな

く、現在の未熟な知識は今後に出現する新たな

研究成果によって、いつかは置き換えられてい

くべきサイエンスです。 

日本では基礎行動分析と応用行動分析が乖離

しており、両者の積極的な相互交流が必要であ

ると言われています。学習の般化と維持をはじ

め、強化の複雑なスケジュールや、間接的に働

く随伴性や、遅延性の結果や、ルール支配行動

や、流暢さと随伴性アダクションや、レスポン

デント‐オペラント相互作用などの不完全で欠

落している知識を共同して解明するとともに、

現在使える行動分析の知識とテクノロジーを普

及させることによって、学習目標のお粗末な定

義や、子どもの低率の授業参加や、教師のわず

かな賞賛や、インストラクショナル・フィード

バックの非組織的活用などの行動分析とは無縁

の劣悪な現在の教育実践を改革して行こうでは

ありませんか。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 

第３回学会賞（2005年度）論文賞について 
担当常任理事 清水直治  

 

第３回（2005 年度）日本行動分析学会学会賞

（論文賞）は、2005 年 8 月 31 日から 2005 年 9

月 26 日までの間に選考委員による投票が行わ

れました。10 月 2日の第 5 回常任理事会におい

て開票した結果、坂上貴之氏の論文、中野良顯

氏の論文、小井田久美氏・園山繁樹氏の論文の

3編が最多得票論文（有効投票数 12票中各 3票）

となりました。常任理事会では、規定第 5 条に

基づき、この 3 編を対象とした決選投票を行う

ことといたしました。決選投票は、10 月７日か

ら 10 月 31 日までの間に投票されました。11 月

20 日の第 6回常任理事会で開票した結果、中野

良顯氏の論文「行動倫理学の確立に向けて：EST

時代の行動分析の倫理」が最多得票論文（有効

投票数 10 票中 5票）となり受賞が決定いたしま

した。選定理由としては、下記のようなものが

挙げられました。 

・ クリニカルサイエンスとしての行動分析学

にとって何が急務かを示す力作である。 

・ 経験的に支持された治療の実践は、行動分

析学ばかりでなく、臨床場面において今後必然

の要求になると考えられる。本論文は、行動分

析家以外の臨床家にも読まれるべき論文であり、

応用分野への貢献が大である。 

・ 行動倫理学確立へ向けての理論的な指針と

なる研究論文である。 

・ 本論文は、行動分析学と応用行動分析学が

社会への貢献という大義にいかに寄与するかと

いう困難な使命に対し、真摯に直視し、すべき

ことを実践し提言している。 

・ 本論文は、時代精神としての EBM を背景と

したアメリカ心理学会の EST 運動を展望し、行

動分析学が今後進むべき方向を示唆している。

会員にとって必読の論文と思われる。 

なお、本学会賞（論文賞）の受賞式と受賞講

演は、2006 年度年次大会（関西学院大学）にお

いて行われます。 （事務局 山本崇博） 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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次期役員（2006-2008年度）選挙結果について 
担当常任理事 小野浩一 

 
日本行動分析学会会則第６条ならびに会則細

則にもとづく役員選挙の結果は以下のとおりで

す。新役員の任期は、2006 年 4 月 1日より 2009

年 3 月 31 日までの 3年間です。 

 

【理事・監事選出】 

2005 年 10 月 2 日開票の理事および監事選挙

（投票総数 142 通、投票率 20.2％）において 10

名の理事、2名の監事が選出され、さらに 10 月

23 日開催の理事会において 10 名の理事会選出

理事が決定いたしました。 

選挙による理事（10 名）得票順 

坂上貴之・藤 健一（同票数）、島宗 理・

中野良顯（同票数）、河嶋 孝、浅野俊夫・

眞邉一近（同票数）、井上雅彦、望月 昭、 

杉山尚子 

理事会選出理事（10 名）五十音順 

 伊藤正人、大河内浩人、小野浩一、鎌倉や

よい、園山繁樹、中島定彦、野呂文行、松

見淳子、武藤 崇、望月 要 

監事（2名） 

山岸直基、清水直治 

【理事長選出】 

20 名の新理事による理事長選挙（11 月 20 日

開票）の結果、藤健一氏（立命館大学）が新理

事長に選出されました。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 
編集委員会より 

行動分析学研究 編集委員長 眞邊一近 

 

新年明けましておめでとうございます。皆様

の益々のご発展をお祈り申し上げます。 

現在、現編集委員会による最終巻（20 巻）の

出版準備を進めています。前号でもお知らせし

ましたが、2 号は、リハビリテーション関係の

論文を中心に出版する予定にしています。この

分野の論文の投稿をお考えの会員の方がいらっ

しゃいましたら、ぜひ、行動分析学研究にご投

稿頂くようお願いします。もちろん、これ以外

の分野の論文もお待ちしています。 

本年４月以降は新たな編集委員会による編集

がスタートしますが、それまでにご投稿いただ

いた論文は、新編集委員会と相談の上、現編集

委員会が責任を持って査読等の編集作業は行う

予定でおります。皆様の積極的なご投稿をお待

ちしています。 

（投稿を予定されている会員の皆様へのお願い） 

 論文投稿規程には、電子ファイル（Text フ

ァイルあるいは Word ファイル）の提出を要件に

加えていませんが、迅速な査読を行うため、ご

投稿いただく場合は、印刷された論文に FD ある

いは CD に記録された電子ファイルを添えてく

ださい。また、可能なら e-mail でも添付ファイ

ルとしてお送りください。もし難しい場合は、

従来通り印刷した原稿をお送りください。編集

部で電子化します。 

行動分析学研究編集委員長 眞邉 一近 

E-mail address: manabe@gssc.nihon-u.ac.jp 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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自著を語る・新刊書紹介 
「対人支援の行動分析学－看護・福祉職をめざす人のABA入門」 

服巻 繁・島宗 理 著 西日本法規出版 2005年5月 1900円（税別） 

ISBN 4861862299 
西南女学院大学 服巻 繁 

 

これまで応用行動分析は、米国で特殊教育を

はじめ様々な分野で成果を収めてきたにもかか

わらず、我が国ではまだまだ実践現場での普及

が遅れていると思います。学校や施設のコンサ

ルテーションに行って現場の先生や職員に話を

伺うと、どうも「専門用語が多くて分かり難い」

ということのようです。そこで、はじめて応用

行動分析を学ぶ福祉、医療・看護の専門職を目

指す学部生でも簡単に理解し、実践できる教科

書を作ろうと決心して取り組んだのがこの本で

す。  

本書では、以下の理由を考慮して基本的な専

門用語を採用することにしました。①似たよう

な用語同士では混乱が起こりやすいので別にす

る。②日常用語と同じ用語は、専門用語との混

乱が生じやすいので別にする。③初学者にも直

感的でわかりやすい用語を採用する。④対とな

る概念は対称的な用語にする。そこで杉山・島

宗・佐藤・マロット・ウェリイ・マロット（1995）

の「応用行動分析入門（産業図書）」で使われて

いる「好子」や「嫌子」などの用語を採用して

います。 

 この教科書の基本的なコンセプトは、以下

の 3点です。 

１． 行動分析の基本的な枠組みである「行動

随伴性」を理解し、日常の身近な問題を行動の

問題に翻訳して（概念分析）、随伴性を分析でき

るようになる（機能分析）。 

２． 自身の行動目標を設定し、実際に介入を

行うことで応用行動分析による実践法を体験学

習してもらう（実践の科学）。 

３． 福祉や看護などの行動分析的な実践例を

入れて専門的なことに興味をもってもらう。 

看護に関しては、鎌倉やよい先生から医療分

野での実践に関する資料提供をしていただきま

した。福祉や障害に関しては、筑波大学大学院

時代に恩師の小林重雄先生をはじめ多くの小林

研究室の先輩や仲間の方々学んだことを中心に

行動変容法の箇所に盛り込みました。実践分野

での応用行動分析の普及と発展により、若い人

によるさらに優れた実践や研究が行われること

を願っています。

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

学会情報 
常任理事会ヘッドライン 

理事長 中野良顯 

 

１．2005 年度常任理事会について 

2005 年度の常任理事会は、2005 年 10 月 2 日

以降、11 月 20 日に開催されました。また、10

月 23 日には、第 2 回理事会が開催されました。

今後は、2006 年 1 月 29 日に第 7 回常任理事会

を開催する予定です。 

２．会員数 
2006 年 1 月 10 日現在の会員数は、720 名（一

般 548 名、夫婦 7 名、学生 160 名、夫婦会員 7

名、購読会員 5 名）です。毎月、新しい会員を
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迎え入れることができうれしく思います。 

３．会費納入のご案内 
2005 年度の会費納入率は 2005 年 11 月 18 日

現在、67.9％となっております。学会は、会員

の皆様の会費によって支えられております。お

振込みがまだの方は、下記までお早めにお願い

いたします（一般会員 7000 円、学生会員 4000

円）。 

郵便局: 00120-2-352016 

日本行動分析学会 

なお、2006 年度の会費納入のご案内は、2006

年 2 月中旬に予定しております。 

４．機関誌の発行 

「行動分析学研究」第 20 巻は、現在編集作業

中です。引き続き、皆様からのご投稿をお待ち

申し上げております。 

５．ABA 学生参加助成事業 

2005 年度の ABA 学生参加助成事業は、2006 年

1 月 29 日の常任理事会で抽選を行います。 

６．住所変更・お問い合わせ 
学会事務局では、新入会員のお申し込みや会

員の皆様の住所・連絡先変更などのご連絡を、

電子メールか FAX でお受けいたしております。 

メールは、j-aba.office@j-aba.jp、FAX は、

03-3238-3658 までご連絡ください。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

編集後記 

年が改まってから最初のニーズレター４１号

をお届けします。毎度の発行の遅れで、会員の

皆様には申し訳なくお詫び致します。ところで、

今年は１月以来、全国的に大雪となりましたが、

会員の皆様のところは如何だったでしょうか。

京都も、久しぶりに雪の冬を過ごしました。さ

て、今年度発行予定の残りの４２号をもって、

現ニューズレター編集委員会の最後の仕事とな

りますが、４２号では各委員会の３年間のまと

めの記事で締めくくりたいと思っております。

なお、今号に予定していました「２００５年度

学生会員のＡＢＡ参加助成」についての記事は、

都合により次号に掲載致します。（藤 健一）
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日本行動分析学会ニューズレター第41号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニューズレター編集部よりお願い 

ニューズレターには、個人情報が記載され

ている場合があります。会員の皆様がこのニ

ューズレターをご覧になった後、処分される 

場合は、その処分法について十分ご留意下さ

るようお願いいたします。 

 

Ｊ－ＡＢＡニューズ編集部より 
書評、研究室紹介、施設・組織紹介、用語

についての意見、学会に対する提案や批判、

求人情報、イベントや企画の案内など、さま

ざまな記事を募集しています。原稿はテキス

トファイル形式で電子メールかフロッピ

（DOS）で、下記のニューズレター編集部宛に

お送りください。なお、ニューズレターに掲

載された記事の著作権は、日本行動分析学会

に帰属します。掲載された記事は、日本行動

分析学会ホームページでの公開を原則として

いますので、ホームページ上での公開を望ま

ない事項（例えば、電子メールアドレスなど）

のある場合には、あわせてニューズレター編

集部までご連絡下さい。 

 

〒603-8577 京都市北区等持院北町 56-1  

 立命館大学文学部心理学研究室気付 

 日本行動分析学会ニューズレター編集部 

藤 健一 

 (e-mail: fuji@lt.ritsumei.ac.jp  

電話 075-466-3193)  
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